
 

第６回 新潟県公民協働プロジェクト検討プラットフォーム 

次  第 

日時：令和５年 11 月 24 日(金) 15：00～ 

会場：新潟県自治会館別館９階ゆきつばき 

１ 開 会 

（1）知事挨拶 

（2）経済界代表挨拶 

２ 議 題 

（1）「子育てに優しい新潟県」の実現 

  ① 本県における子育て政策の方向性 

  ② 男性職員の育児休業取得促進の取組 

（2）起業・創業、地方創生 

  ① 起業・創業の推進 

  ② 新潟大学「NOT THE UNIVERSITY」（産学連携拠点）の取組 

  ③ 官民連携によるスタートアップファンドの組成と今後の取組 

（3）PPP/PFI の促進 

  ① PPP/PFI の推進における最近の動向 

  ② 本県における取組状況と研究フォーラムの設置 

（4）地域活性化に向けた個別プロジェクト 

① 新潟の航空路線ネットワークの充実 

② 佐渡島の金山の世界遺産登録を見据えた取組 

③ 日本海拠点都市としての「にいがた２km」の取組 

３ 閉 会 

                                

≪配布資料≫ 

・次第 

・出席者名簿 

・座席表 

・関連資料一式 



（敬称略）

備 考

新潟県知事 花角 英世

一般社団法人新潟県商工会議所連合会 会頭 福田 勝之

新潟県商工会連合会 事務局長 玉木 朋人 代理出席

新潟経済同友会 代表幹事 吉田 至夫

一般社団法人新潟県経営者協会 専務理事 徳武 裕一 代理出席

新潟県市長会（見附市長） 稲田 亮 代理出席

新潟県町村会 副会長 品田 宏夫 代理出席

新潟市長 中原 八一

備 考

EYｽﾄﾗﾃｼﾞｰ･ｱﾝﾄﾞ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ株式会社 パートナー 加藤 恭平

株式会社第四北越銀行 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業部長 長谷川 徹

株式会社日本政策投資銀行新潟支店 支店長 和田 雅彦

備 考

国立大学法人新潟大学 理事・副学長 川端 和重 議題２

株式会社ラクウェブ 代表取締役COO 大塩 優多 議題２

新潟ベンチャーキャピタル株式会社 代表取締役 永瀬 俊彦 議題２

内閣府民間資金等活用事業推進室 企画官 鈴木 祥弘 議題３

トキエア株式会社 代表取締役 長谷川 政樹 議題４

備 考

新潟県知事政策局長 越中 隆広 司会・進行

新潟県総務部長 大田 正信

新潟県福祉保健部長 中村 洋心

新潟県産業労働部長 金井 健一

新潟県観光文化スポーツ部長 野上 文敏

新潟県交通政策局長 太田 勇二

新潟県知事政策局政策統括監 平松 勝久

新潟県知事政策局政策統括監 中村 広栄

第６回 新潟県公民協働プロジェクト検討プラットフォーム 出席者名簿

構 成 員

アドバイザー

特別参加（関連議題順）

県事務局



日時：令和５年11月24日（金）15:00～

場所：新潟県自治会館　別館９階　ゆきつばき

トキエア ■ ◎ 品田村長

新潟VC ■ ◎ 見附市長

ラクウェブ ■ ◎ 新潟市長

第６回 新潟県公民協働プロジェクト検討プラットフォーム　配席図

スクリーン

EY □ ◎ 吉田代表幹事

第四北越 □ ◎ 徳武専務理事

新潟大学 ■ ◎ 花角知事

内閣府 ■ ◎ 福田会頭

DBJ □ ◎ 玉木事務局長
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令和５年２月15日
知事政策局、福祉保健部

地域子育て支援拠点数
全国１位

保育所
待機児童 0人

手厚い保育士配置
（1歳児は国基準の2倍）

結婚
支援

結婚新生活支援事業 連携推進補助金
（新居の家賃、引越費用等への支援）
結婚支援コンシェルジュの配置

気運醸成
出会いの場

世話焼き人
「ハートマッチにいがた」

「子育てに優しい新潟県｣の実現に向けた結婚・子育て支援

環境
整備

日常生活等の様々な場面で子育てを後押しする
「子育て応援プラス」を展開
こども政策推進のための条例制定

保 育
職 場
家 庭
地 域

新潟県子育て等応援基金を創設 【10億円】

新潟県こむすび定期

R5取組強化＜新規事業＞

経済的
支援 妊娠・出産など節目での

支援

妊娠・出産･子育て

本県の優位性

R5取組強化＜新規事業＞

R5取組強化＜新規事業＞

新潟県における子育て政策の方向性
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資料１



５万円 ５万円＋α５万円 ５万円＋α

国交付金事業
（出産・子育て応援交付金）

妊娠 出生 ２歳頃 ５歳頃

入園前に
満期

３歳入園 ６歳入学

入学前に
満期

国による支援の先を、より手厚く

届届

事業スキーム

◎ 入園・入学時の経済的負担が大きい節目節目に対する支援を、子育ての将来負担を最も考える出生時に差し上げるものです

◎ 民間金融機関とタイアップし、社会全体で生まれてくるすべての子どもをお祝いし、官民を挙げて子育て世帯を応援します

定期預金【５年満期】

定期預金【２年満期】

申請期間 出生
～1歳未満

今年４月以降に生まれた方へ、１０万円分の定期預金を差し上げます

《対象者》 R5.4.1以降に生まれた子であって、申請時点で本県に住所を有する１歳未満の子（県外転入者含む）

※ R5.4.1以降に生まれた子で、県外から転入した２歳までの子にも５万円（３年間）の定期預金を給付

《開始時期》 R5.10.20より受け付け開始

《申請・受取方法》簡易な電子申請（県電子申請システム入力）後、県から届いた証明書を金融機関に持参し、その場で定期預金を受け取り

《取扱金融機関》 県内に本店のある全ての地方銀行・信用金庫・信用組合・労働金庫・JA、ゆうちょ銀行及び信漁連

《事業費》 12億8,926万円（給付金・広報費・事務的経費）

新潟県こむすび定期

民間金融機関から「金利の上乗せ」や「子育てグッズプレゼント」等

『＋α』 を通じて、官民挙げて、社会全体で子育てを応援
所得制限なし
第１子から支給

-２-



○ライフデザインツール
学生向けのライフデザインツール

（ＷＥＢ）を使用し、ライフデザイン
の早期形成支援を全県に広げる

○若年層へのアプローチ
若年層の結婚を応援するため、
ＳＮＳを活用したアプローチを強化

○未婚者へのアプローチ
生命保険協会や美容組合等と連携し、保
険外交員や美容師等を通じて、未婚者や
未婚の親に働きかけを実施

○イベント支援
企業等が実施する婚活イベントを支援
※ イベント事業者の場合は、企業・団体等
との共催が条件

○世話焼き人制度
世話焼き人が人脈等により引合せ相手の開拓から

一貫して関与（以下の①から⑤までの全てに関与）
① 未婚者からの相談・引合せ相手の開拓
② 未婚者同士をマッチング
③ 引合わせ（お見合い）
④ 交際
⑤ 成婚

無関心 関心 出会い 結婚

○独身でいる理由は適当な
相手にめぐりあわないが最多

男性：45.4%
女性：48.7%

○相手を探すための行動は
特に何もしていないが最多

男性：68.7%
女性：52.5%

○結婚観の気運醸成・出会いの場の創出

○結婚意向有
男性：73.5%
女性：75.9%

○未婚率の上昇(50歳時)
男性：4.28%(H2)⇒28.57%(R2)
女性：3.38%(H2)⇒15.90%(R2)

出所：人口統計資料集(2022)_新潟県

○ハートマッチにいがた
新潟県が導入しているマッチングシステムで、
１対１での出会いの場を提供

登録会員

約1,300人

（R5.9月末）
○ハートマッチにいがたの
応援企業・協力企業の開拓
企業訪問による活用促進依頼
・お引き合わせ場所の提供など（応援）
・チラシ、ポスター掲示など （協力）

● 無関心⇒関心⇒出会いの各段階での施策を実施
● 令和５年度：結婚新生活支援事業連携推進補助金、結婚支援コンシェルジュ事業を新たに実施

【登録要件】
・20歳以上の独身で、
県内在住or県内勤務or本県
への移住希望者

「少子化社会対策に関する意識調査」（H31.3内閣府）を基に作成

新 結婚支援コンシェルジュ
市町村の取組に対し、助言・支援を行う専門職員の配置

（以下の①から③までの役割を担う）
①市町村や団体などへの働きかけ
②婚活事業実施者へのフォロー
③市町村・イベント主催者・ボランティア等の支援者間連携の推進

新 結婚新生活
支援事業連携
推進補助金
市町村と連携し婚姻に
伴う経費の一部を補助

【対象経費】
家賃・引越費用・住宅
取得・リフォーム等

※R5･･･22市町村実施
R4･･･12市町村実施

結婚支援の取組 ～ 「出会いの一歩･縁結び」 応援プロジェクト ～
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子育て応援プラス

美術館・博物館親子ふれあい促進事業

子ども連れの方を対象とした

県立美術館・博物館の観覧料を無料にする

「親子ふれあいデー」を設定し、

子育て世帯が芸術・文化に親しむ機会を提供 

 

◎「子育てに優しい新潟」の実現に向けた取組の一環として、保育や子育てサービス等の従来からの子育て支援に限らず、

様々な施策の中に「子育て応援」の観点をプラスすることで、子育てをしている方々の日常生活を様々な場面で後押し

令和５年度の取組

スポーツチャレンジ推進事業 

スポーツ団体等が実施する子どもや親子を対象とした

体験会や教室等の取組を支援することで、

子どもたちのスポーツへの興味・関心を高めるとともに

親子での触れ合いの場を創出 

 

自然健康な食事ができる環境づくり事業

健康に配慮した中食（からだがよろこぶデリ）

の取組において、子育て世帯へのＰＲを強化することで、

バランスのとれた食事や時間的ゆとりを応援 

 

ふるさと新潟木づかい事業

子育て・教育施設における県産材を使用した

施設整備や木製遊具等の導入を支援し、

子どもたちが木とふれあい木に学ぶ「木育」を推進  

 

Ｕ・Ｉターン実現トータルサポート事業

市町村の移住促進に向けた取組を総合的に支援する中で、

子育て世帯を対象とした移住体験ツアーの取組支援を拡充 
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新潟県こども条例について

３ 社会全体でこどもを支える取組の推進

１ こどもの権利の尊重・擁護

２ こども等の意見の反映

✓ こどもの権利の内容についての普及啓発、理解増進

✓ 家庭や学校、地域等との連携強化、いじめや虐待等の人権侵害に対する相談・支援体制の充実、相談対応機関の周知・啓発

✓ こどもやこどもを養育する大人などから幅広く意見を聴き、施策に反映

✓ 経済的負担の軽減をはじめとした関係機関、民間等と連携した取組の推進

✓ 社会全体でこどもを支える取組を後押しするための気運醸成

① こども等からの意見聴取（R5.8月～10月）

✓ 園児（保護者含む）、小学生、中学生、高校生、大学生から、対面で幅広く意見聴取

✓ 社会的養護下にある子どもからのアンケート調査

② こども向けパブリックコメント（R5.11月）
✓ 通常資料と併せて、こども向けに分かりやすい資料を作成しパブリックコメントを実施

＜条例策定に当たって＞

✓ 様々な状況下にある多様なこども等の意見を聴取し、適切にフィードバック

-５-

【条例骨子案のポイント】

◎ こどもを取り巻く状況や国の動向等を踏まえ、「こども政策推進のための条例」を制定することにより、

本県におけるこども施策の基本的方向性を示し、こども政策に係る県の取組姿勢等を明らかにするとともに、

県民意識の向上や社会全体の気運醸成を図る。

※ 有識者会議（令和５年７月～令和６年１月で計４回）、パブリックコメント（令和５年11月）の実施を経て、

令和５年度中の条例案提出を予定

【目的】
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男性職員の育児休業取得促進の取組

• 令和４年度の男性育児休業取得率は53.7％と年々増加傾向
• 令和５年度も昨年度を上回るペースで推移
• 取得期間は１月未満の短期は減少しているが、多くは３月未満（令和４年度は約８割）
• 国は、男性公務員の育児休業取得率の目標値を85％【１週間以上の取得率】に引上げ（令和７年までに）

新潟県も目標値を85％【１週間以上の取得率】に引上げ（令和６年までに）

現

状

新潟県
達 成
目 標

取

得

状

況

※R5.10月末現在の取得者は42人（R4.10月末取得者：25人） ※１週間未満取得者（H30:0名 R1:2名 R2:1名 R3:6名 R4:2名 R5:0名）

こども未来戦略方針
R5.6.13閣議決定

男性公務員の育児休業取得率

現行
Ｒ７年までに30％ 目標

引上
Ｒ７年までに85％(１週間以上の取得率)

Ｒ12年までに85％(２週間以上の取得率)
（１日以上の取得率）

現行

Ｒ６：30％
（１日以上の取得率）

引上

Ｒ６：85％
（１週間以上の取得率）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5

R4

R3

R2

R1

H30

1月未満 1月以上 3月以上 1年以上
３月以上

仕事と子育ての両立支援のための
新潟県特定事業主行動計画（第４期）

子ども未来戦略方針より

国 県

新潟県職員の取得期間状況

1

新潟県

国

新潟県職員

県内民間

都道府県平均

【目標】R6:

※新潟県賃金労働
時間等実態調査より

※地方公共団体の勤務条件等
に関する調査より

※仕事と家庭の両立支援関係
制度の利用状況調査より

R2.3策定

資料２



職場環境作り

○男性職員のための子育て支援ハンドブックの配布

○子が生まれる職員にリーフレットを個別配布・意向確認

○３月以上の取得を推奨する知事メッセージの発信

○職員だより（妊娠期間中に目に触れるよう年２回発行）

○育休取得の有無に関わらず必ず育児休業等取得計画表を作成・上司と共有

○子が生まれる男性職員が気兼ねなく相談できる相談窓口の設置

○知事とランチミーティング

取得率向上に向けた取組

制度・周知

取得促進

１

対象職員全員に確実に周知

管理監督職の意識醸成
と職員への不安解消

理解促進・意識醸成

※赤字は新規取組

男性職員のための
子育て支援ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ

職場環境作り２

代替職員の配置

○育児休業を取得した職員の周囲の負担が増さないよう、代替職員を配置

周囲の職員の
業務負担の軽減

2

取得に向けた啓発、
取得した職員のインタビューを掲載

出産予定日を入力すると、取得
できる制度や時期の把握が可能

育児休業等取得計画表

男性職員の育児休業取得促進の取組新潟県



取得率向上に向けた取組

今後の取組（予定）３

○年度当初に所属長が作成する働き方改革実行宣言に育児休業取得促進を盛り込むよう呼びかけ

○管理職の人事評価に、部下に対する育休・休暇取得に係る項目を必ず設定

○子が生まれる男性職員を対象とした、パパスイッチ講座の実施

※講話や先輩職員による体験談、ワークショップ等実施

○業務の引継ぎ等を考慮した代替職員の配置

理解促進・意識醸成

職場環境作り

働き方改革実行宣言

①育児休業・・・

②・・・

知事と育児休業取得職員のランチミーティング

令和４年度にランチミー
ティングでの知事からの
メッセージを職員だより
を通じて周知を行い、
前年度に比べ取得率が大
きく増加しました！

3

※総務省資料より引用
（男性職員の育児休業の取得促進に向けた取組の一層の推進について）

パパスイッチ講座

参考

周囲の理解が得られるか不安で、最
初上司へ相談に行くのが一番緊張し
ました。

職員
上司に報告したときに、上司が「どうする？」で
はなくて、「育休いつ取るの？」と言ってもらえ
ると良いですね。

知事

まとまった単位で取得すると、育休職員も満足度
の高い育休になり、代わりの職員の配置等、職場
の理解も得られやすくなるかもしれませんね。

今思うと、１か月の育休期間は短
かったです。子どもの成長をもっと
みたかったところでの復帰だったの
で、心残りが多いです。

職員 知事

男性職員の育児休業取得促進の取組新潟県



起業・創業の推進について
県内８地域の民間スタートアップ拠点の整備や拠点での支援によ
り、３年半で145件の新規創業を創出
高成長が見込まれる「J-Startup NIIGATA」企業を選定し、選
定企業への集中的な支援を行うことで、「新潟版スタートアップエコ
システム」形成を推進

資料３



「J-startup NIIGATA」の取組
国のJ-Startupプログラムの地域版として全国で５地域目として、
令和３年度に「J-Startup NIIGATA」を立ち上げ。
外部有識者による審査を経て、高成長が見込まれるスタートアップ
をこれまでに25社選定。
R5.9月に選定企業初となるIPO（新規上場）企業を輩出

J-Startup NIIGATA事務局
事務局：新潟県
共同事務局：
(公財)にいがた産業創造機構
関東経済産業局

J-Startup NIIGATAサポーター
産業支援機関、金融機関、VC、
メディア、アクセラレーター、大企業等

協
力

依
頼

【支援例】
・補助事業等の優先採択
・ベンチャーピッチ等への参加優遇
・PR支援（情報発信等）

【支援例】
・ファンドによる出資
・マッチング・協業推進
・経営者等によるメンタリング
・オフィススペース等の提供

J-Startup NIIGATA
選定企業

実施体制 選定企業
選定企業数：25社
（R5.10月時点）

【選定企業の業種】
IT関連 ：14社
製造業 ： 4社
アグリ関連 ： 2社
その他 ： 5社

株式会社エンゼルグループ
R5.9.21にTOKYO PRO 
Marketへ新規上場
（選定企業から初）



協定項目 AWSとは

今年度の主な取組

スタートアップ支援に関すること
地域産業のDX推進に関すること
地域のデジタル人材育成に関すること
行政のデジタルトランスフォーメーション
（DX）の推進に関すること 等

令和5年5月23日、イノベー
ション施設「NINNO3」にて
締結式を実施
（右：AWS長崎社長、左：花角知事）

アマゾンが提供するクラウドコンピューティン
グサービス
AWSはこの分野における世界シェアが第
１位
スタートアップを重要なパートナーとして位
置づけ、様々な取組を通じ
て、スタートアップの成長や
デジタル人材の育成に注力

・スタートアップに対するAWS利用料支援や技術支援 等
・県のエンジニア育成事業への協力、イノベーション施設や大学等への講師派遣等
・県内企業向けのDX推進に関するイベントの開催 等

AWSとの包括連携協定
スタートアップ支援や地域産業のDX推進、デジタル人材育成等を
通じ、地域・経済の活性化を加速するため、アマゾン ウェブ サービ
ス ジャパン合同会社（以下、AWS）と、都道府県では初となる包
括連携協定を締結



企業と学生のサードプレイスを.

資料４
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株式会社ラクウェブ 代表取締役COO

大塩 優多

新潟大学発ベンチャー５号
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実際に行った新入生に向けたイベントで
約150名の会員を獲得しました。

おもい

新潟県の県外出身のイチ学生として、そして新潟のイチ企業として

「新潟県の企業と学生の交流拠点をつくり
企業の魅力を伝えたい」

「 NOT THE UNIVERSITY 」
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新卒採用
求人広告
新卒採用
求人広告

カフェ
事業
カフェ
事業

バイト
求人広告
バイト
求人広告

コワーキ
ング事業
コワーキ
ング事業

企業
【地元企業or進出企業】

大学生
【地方国立大学生】

「学生に確かな経験と学びを通し（＝大学では学べない実経験）、
学生と企業のツナガリを提供する」

ハード面の提供だけではなく、ソフト面の提供もしております。



Copyright © RAKUWEB Inc. All Rights Reserved.
「 学生会員数 」

新潟大学の、1450名の学生が会員登録中
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NOT THE UNIVERSITY

「 学生や教職員の起業家 」

学内で、４社の会社がすでに誕

生
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「 学生や教職員の起業家 」

学外で、2号店準備中
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実際に行った新入生に向けたイベントで
約150名の会員を獲得しました。

「 求人広告の拡大中 」

企業
【地元企業or進出企業】 学生

【地元企業or進出企業】

9,900円から広告可能！！
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実際に行った新入生に向けたイベントで
約150名の会員を獲得しました。

「 様々な機関と連携したい 」

学生
【地元企業or進出企業】

「起業支援」の加速化

行政支援 スナップ新潟 「NINNO IT・スタートアップ拠点」

「長期インターン」先
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実際に行った新入生に向けたイベントで
約150名の会員を獲得しました。

「 学生と企業のフェスの展開 」

企業 学生
【地元企業or進出企業】

「 学生と企業のフェス 」

【内容】
決まったら入力
・
・
・
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実際に行った新入生に向けたイベントで
約150名の会員を獲得しました。

「 ダイレクトリクルーティング型の新卒採用の展開 」
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新潟ベンチャーキャピタル株式会社

官民連携によるスタートアップ
ファンドの組成と今後の取組

新潟市 北方文化博物館

資料５



2

新潟ベンチャーキャピタル株式会社
会社概要



会 社 概 要

提 携 先
太陽監査法人
辻・本郷税理士事務所
事業創造キャピタル株式会社
株式会社デジタルホールディングス（旧オプト）
ユナイテッド株式会社

協 力 団 体
公益財団法人にいがた産業創造機構 (NICO)
東京ニュービジネス協議会(東京NBC）
新潟ニュービジネス協議会(新潟NBC）
新潟経済同友会
新潟商工会議所
新潟ベンチャー協会
新潟大学
長岡高専
長岡技科大
事業創造大学院大学
開志専門職大学

会社名： 新潟ベンチャーキャピタル株式会社
（設立：2010年3月3日）

本店住所： 新潟市中央区天神1丁目1番地
ＰＬＡＫＡ３ １Ｆ

東京オフィス：東京都港区芝大門１－１－３２

役員構成： 代表取締役 永瀬 俊彦
取締役会長 髙橋 秀之
取締役 佐藤 光歳
取締役 黒田 達也
監査役 平 要志和
監査役 鎌田 益栄

資本金： 7４，０００千円
※資本準備金含む

事業内容：
ベンチャー企業への投資・インキュベーション
経営コンサルティング（Ｍ＆Ａも含む）
ビジネスマッチング事業

3



4

既存ファンドの進捗

地方創生新潟1号ファンド

2016年6月～



（1）新潟県内に本社や拠点を設けている企業

新潟市

長岡市

三条市

妙高市

湯沢町

※投資当初は本社千葉

5事例：地方創生新潟1号ファンド・ポートフォリオ 地域別分類①

2023年9月
TOKYO PROMarket 上場



（２）県外企業

①新潟出身者が経営陣にいる企業

②ビジネスモデルが新潟の産業他と連携可能であり、新潟の経済に資すると判断される企業

※投資当初は本社千葉

6
事例：地方創生新潟1号ファンド・ポートフォリオ 地域別分類②

2022年12月
東証グロース市場・上場
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地方創生新潟2号ファンド組成

2023年10月2日～



2023年 11 月２日 日本経済新聞

8



20XX 年 2 月 1 日 月曜日

9
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投資方針

①新潟本社で成長性のある企業

②新潟出身者の経営する企業

③新潟経済に寄与するビジネスモデルを
持つ企業

11



1212投資スキーム

地方創生新潟2号
ファンド

投資家

ファンド投資

運用・管理委託

無限責任組合員GP

有限責任組合員LP

アーリー、ミドルベンチャー

ファンド運用期間10年
（3年延長可）

県内行政機関

県内

金融機関

事業会社

県外

金融機関

事業会社

スタートアップベンチャー

約100M
投資



1313投資ステージ投資方針①

・投資対象選定については、上記基準を踏まえ機動的に判断。

・投資判断が難しいスタートアップについて、支援体制を固めることで投資リスクを軽減。

・投資対象としての主は、アーリー・ミドルステージ。

・レイター以降については県内企業を中心に、成長意欲などを考慮し投資を検討。

・IRR：約１５％超を目標。

※あくまで目安となります。

事業期間 事業規模

スタートアップ
設立から

概ね３年～5年未満

年間売上高

約100M以下

（見込みを含む）

事業経営者の資質や事業

継続が認められるもの。
@5 M ～ 10M 約10件 大

県内スタートUP拠点他との連携（社外役

員化・コンサル契約化等、常時コミュニ

ケーションを行える対策を検討。

アーリー・ミドル
設立から

概ね３年～5年以上

年間売上高

約100M超

（見込みを含む）

事業が確立しており、中

長期での成長が期待さ

れ、IPOを目指すもの。

@30 M ～

ファンド総額の約10％
中 新潟VCが主に管理

レイター
設立から

概ね５年以上

年間売上高

約500M超

（見込みを含む）

既存事業が安定してお

り、新規事業や新体制に

よりIPOを目指すもの。

@50 M ～

ファンド総額の約10％
中～小 新潟VCが主に管理

投資リスク 対策

約20件

投資基準

定義

ステージ 投資金額 投資件数



14投資対象業種・エリア

【投資業種】
（1）投資対象の業種について、特段の定めはありません。
（2）新潟県経済に資する業種かどうかを検討して参ります。
（3）投資後の支援・連携が可能かどうかを機動的に判断致します。

※新潟県の産業を鑑み、健康・医療・食料（農業）・IT・DX・製造業等などに注目致します。

【投資エリア】
（1）県内企業

・新潟県内に本社や拠点を設けている企業。
※投資資金の約過半数は新潟本社（拠点）企業に投資を検討致します。

（2）県外企業
・新潟出身者が経営陣にいる企業。
・ビジネスモデルが新潟県産業などと連携可能であり、

新潟県経済に資すると判断される企業。

投資方針②



15
投資先として可能性のある先

※あくまでもイメージであり、具体的に投資検討している先ではありません（既存投資先を除く）。
※新潟県が認定した【J-startup NIIGATA】企業は投資候補先としては有力であると考えております。
（現在認定企業は25社あるが、弊社既存投資先の6社除く19社を記載）



16新潟への貢献度重視の連携事例 （行政機関）
J-Startup NIIGATA プロジェクトへの協力・連携

県は、公益財団法人にいがた産業創造機構、関東
経済産業局と共同で、「J-Startup NIIGATA」企業と
して20社を選定しました。（その後5社追加）

今後、選定企業に対して、公的機関と民間企業が
連携して集中支援を実施することで、選定企業の成
長をサポートしていきます。

※「J-Startup NIIGATA」とは、経済産業省が
2018 年に開始したJ-Startupプログラムの地域版とし
て、新潟発のロールモデルとなるスタートアップ企業群を
明らかにし、官民連携により集中的に支援する仕組
みを構築することで、新潟県におけるスタートアップ・エ
コシステムを強化する取組です。

25社中20社が、弊社推薦企業。（内6社は投資先）
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県内、スタートアップ支援拠点との連携

新潟県は広域のため、県内各地に設置されたスタート
アップ支援拠点（県内８箇所）と連携を密にし、
効率的な投資先の管理・支援を展開して参ります。

2019年に新潟県がスタートアッ拠点4カ所を認定
（新潟市、佐渡市、燕市、十日町市）

2020年に追加で4拠点を認定
（長岡市、新発田市、上越市、湯沢町）

社外（県内）との連携体制強化



PPP/PFIの推進における

最近の動向

令和５年11月24日（金）

内閣府 民間資金等活用事業推進室

企画官 鈴木祥弘

1

新潟県
資料６



ＰＰＰ/ＰＦＩの必要性

高度経済成長期に集中的に整備された公共施設が一斉に
更新時期を迎えていく。

日本の生産年齢人口（15～64歳）は、２０年間で１，３００万人減少し、
１年当たりの減少ペースは、２０３０年までの１０年間は平均４３万人、
２０３０年以降の１０年間は平均８６万人と、倍速になる見込み。

②公共施設の老朽化
⇒ 改修需要の増大

①生産年齢人口の減少
⇒ 財政状況のひっ迫、行政職員の減少

厳しい社会環境

建設後50年以上経過する施設の割合

出典：国土交通省総合政策局資料出典：国立社会保障・人口問題研究所資料を基に作成

生産年齢人口の推計

PPP（Public Private Partnership）：民間の力を公的サービスに有効活用する事業（指定管理者制度、包括的管理委託等）

PFI （Private Finance Initiative） ：PPP（官民連携事業）のうち、PFI法に基づく「民間資金等活用事業」

①経済や財政の改革への貢献

②新たな雇用や投資を伴うビジネス機会の拡大

③地域の賑わいの創出や地域課題の解決

官と民が適切に連携を行うPPP/PFIにより、

2



「公共施設等」
①公共施設 ・道路、鉄道、港湾、空港
・河川、公園 ・⽔道、下⽔道、⼯業⽤⽔道 等
②公⽤施設 ・庁舎、宿舎 等
③公益的施設 ・賃貸住宅及び教育⽂化施設、
・駐⾞場、地下街 ・廃棄物処理施設
・医療施設、社会福祉施設、更⽣保護施設 等
④その他の施設
・情報通信施設、熱供給施設、新ｴﾈﾙｷﾞｰ施設、
ﾘｻｲｸﾙ施設 ・観光施設、研究施設

・船舶、航空機等の輸送施設 ⼈⼯衛星 等

ＰＰＰ/ＰＦＩについて①

公共施設等として限定列挙
（空港・港湾、上下⽔道、
⽂教施設、住宅 等）

PPP

PFI

⼀定の
対象事業

公的主体に限定
（国、地⽅公共団体、
独⽴⾏政法⼈等）

実施⽅針の策定・公表
事業選定（VFM分析）
事業者選定（総合評価⽅式）

⼀定の
事業主体

⼀定の
⼿続

︓⺠間の⼒を公的サービスに有効活⽤する事業

︓PPPのうち、PFI法に基づいて実施される事業

サービス購⼊型、収益型、コンセッション型 等

指定管理者制度、包括的管理委託、公有地／施設貸与 等

・設計、建設、運営等を⼀体的に発注
・⻑期間（複数年度）での発注
・国庫債務負担⾏為の期間延⻑（5→30年）
・⾏政財産の貸付が可能
・国有財産の無償・低額使⽤が可能
・⺠間視点での提案、競争
・⺠間による資⾦調達
・コンセッション⽅式の実現
・PFI推進機構の⽀援 等

◎PPP（官⺠連携事業）のうち、PFI法に基づく事業がPFI（⺠間資⾦等活⽤事業）

◆PPP/PFIには 等の⼤きな効果低コスト 質の⾼いサービス 地元経済効果
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■⼈⼝減少・少⼦⾼齢化
■厳しい財政状況
■公共施設等の⽼朽化

ＰＰＰ/ＰＦＩについて②
PPP/PFI推進の背景
我が国の現状 適切な公共サービスの維持のためには、

公共施設等の建替え・改修・修繕や運営に係るコストの効率化、
広域管理、施設集約化等が必要であるが…
これらを実現する⼿段の⼀つとしてPPP/PFIの活⽤が有効

▶PFI事業化件数︓932件（R3年度末）

※上記はイメージであり、実際は事案により異なる。 4事業運営

資
産
保
有

民

民

PPP（官民連携）

官民連携
開発事業

公的空間の
利活用

Ｐ Ｆ Ｉ

サービス
購入型

収益型
収益施設
併設型 コンセッション

包括的
民間委託

指定管理者

通常の
公共事業

通常の
民間事業

（仕様発注）

（性能発注）



○全体のPFI事業実施件数 932件

近年のPFI事業件数の増加傾向は、市区町村における活⽤の増加が主な要因。
近年は新規件数の半数以上が市区町村によるもの

（内閣府調べ）

（令和4年3⽉31⽇現在）

ＰＦＩ事業の実施状況／事業主体別事業数

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3

国・都道府県・政令市 市区町村（20万人以上） 市区町村（20万人未満）等

国・都道府県・
政令市の件数は
約20件程度

21件

53件約2.5倍増
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ＰＦＩ事業の実施状況/地方公共団体の規模別

○地⽅公共団体におけるPFI事業の実施状況（令和４年３⽉31⽇時点）

総団体数 112団体

PFI実施団体 68団体

PFI事業の実施率
60.7％

総団体数 47団体

PFI実施団体数 36団体

PFI事業の実施率
76.5％

総団体数 20団体

PFI実施団体数 19団体

PFI事業の実施率
95.0％

※件数、実施団体ともにH11からの累計数
※人口はR4.1.1時点を基準とする

10件以上, 5団体

5～9件, 6団体

3～4件, 6団体

2件, 7団体

1件, 12団体

0件, 11団体

10件以上, 4団体

5～9件, 10団体

3～4件, 3団体

1件, 2団体

0件, 1団体 5～9件, 7団体

3～4件, 19団体

2件, 10団体

1件, 32団体

0件, 44団体

総団体数 149団体

PFI実施団体 63団体

PFI事業の実施率
42.2％

5～9件, 1団体 3～4件, 9団体

2件, 10団体

1件, 42団体

0件, 87団体

総団体数 1,460団体

PFI実施団体 161団体

PFI事業の実施率
11.0％

5～9件, 1団体 3～4件, 14団体

2件, 18団体

1件, 128団体

0件, 1,299団体

都道府県 政令市 人口20万人以上
市町村

人口10～20万人以上
市町村

人口10万人未満
市町村

⼈⼝20万⼈以下の市区町村のPFI事業の実施率は低い。
市区町村におけるPFI事業の普及拡⼤により、PFI事業の実施件数のさらなる増加が期待できる。
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※令和2年度末時点、内閣府調べ

• 近年のPFI事業件数の増加傾向は、「教育と⽂化(学校施設、スポーツ施設等)」や
「まちづくり(公営住宅、空港、公園等)」の増加が主な要因。

学校や住宅といった、
基礎自治体が保有する

施設の割合が多い

学校施設
23%

住宅
15%

複合施設
8%

廃棄物処理施設
5%

スポーツ施設
5%

庁舎
7%

宿舎
3%

⽂化・社会教育施設
6%

浄化槽
3%

道路・道の駅
3%

医療・福祉施設
5%

空港
2%

⼯業・商業振興施設
2%

斎場
2%

公園
2%

上・下⽔道
4% 空港

2%

その他
2%

件数

PFI事業の実施状況／分野別事業割合
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アクションプランによるPPP/PFIの推進

令和５年６⽉２⽇、総理を会⻑とし全⼤⾂を委員とするPFI推進会議において、アクションプランを決定。
・令和４年度からの10年間で30兆円のPPP/PFIの事業規模の達成を⽬指す。
・重点13分野において、10年間で合計575件の事業件数ターゲットを設定。
・令和４年度からの５年間を重点実⾏期間として⽀援策を拡充・重点投⼊。

○新しい資本主義の中核となる官⺠連携の柱として
PPP/PFIを強⼒に推進

○事業件数ターゲットを⼤幅に拡充(70件→575件)
○⽔分野の取組を強化*
○PPP/PFIを活⽤する分野の拡⼤(⽔⼒発電、⾃衛隊施設等)

アクションプラン決定に当たっての総理発⾔

*⽔道・下⽔道・⼯業⽤⽔道については、コンセッションに加え、
運営権を設定しない柔軟な官⺠連携⽅式を「ウォーターPPP」として推進
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ウォーターPPP導入による
地方公共団体等のニーズ*

に応じた選択肢の拡大

浜松市(静岡県)H30
下⽔道

須崎市(⾼知県)R2
下⽔道

宮城県R4
上⽔道・⼯業⽤⽔道・下⽔道⼀体

三浦市(神奈川県)R5
下⽔道

熊本県R3
⼯業⽤⽔道

⼤阪市(⼤阪府)R4
⼯業⽤⽔道

案件上積みを視野に、より長期的な視点での具体的な件数ターゲットが必要。

◆新たに、重点分野＊において10年間で具体化を狙う事業件数10年ターゲットを設定。

◆ウォーターPPP等、多様な官民連携方式の導入等により案件形成の裾野拡大と加速化を強力に推進する。

アクションプラン：事業件数１０年ターゲットの設定

アクションプラン期間 １０年（令和４年度～令和13年度）

事業件数１０年ターゲット
重点分野合計 ５７５件

（コンセッションを含む多様な官民連携）

■ ウォーターPPPの導入による水道分野での官民連携の加速

重点実行期間（令和４年度～令和８年度）

５年件数目標
重点分野合計 ７０件

（コンセッション中心）

新たに

設定

*重点分野：空港、水道、下水道、道路、スポーツ施設（スタジアム・アリーナ等）、文化・社会教育施設、大学施設、公園、MICE施設、公営住宅、クルーズ船向け旅客ターミナル施設、公営水力発電、工業用水道

分野名
事業件数１０年ターゲット

<ウォーターPPP>

水道 １００件

下水道 １００件

工業用水道 ２５件

＜ウォーターＰＰＰ＞

コンセッションの他、コンセッションに段階的に移行するた
めの官民連携方式として、長期契約で管理と更新を一体的
にマネジメントする方式。

コンセッション

６事業が運営開始

昨年

設定

*地方公共団体等のニーズ： 例えば、民間企業への運営権の設定や民間企業による利用料金の収受までは
必要としないが、管理や更新を一体的に民間企業に委ねたい場合等。
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電力活用
イメージ

自治体が取得・所有する空き家等の既存ストックを活用した
小規模なコンセッション事業等

アクションプラン：新分野の開拓
社会情勢やニーズの変化により、官民連携により更なるビジネス機会の拡大や活力ある地域づくり等が期待できる、

ポテンシャルのある分野が顕在化。

◆PFIの活用領域の拡大に向け、新分野の開拓、案件形成を図る。

港湾緑地等で、民間施設の収益を緑地のリニューアル等に還元

⑤みなと緑地ＰＰＰ

河川敷地で民間投資を創出し、地域の活性化と河川管理の効率化

⑥河川敷地ＰＰＰ

②スモールコンセッション

バスタやSA/PAに加え、下関北九州道路についてエリア単位で
PFI活用可能性検討

④道路

漁港施設・水面の官民連携による活用推進

⑦漁港

【町家群を宿泊施設として活用するコンセッション事業（岡山県津山市）】

各駐屯地・基地等の集約化・再配置等でＰＰＰ／ＰＦＩ活用推進

③自衛隊施設

【現状施設の例（庁舎）】 【建替後のイメージ（庁舎）】

①水力発電（ハイブリッドダム）

治水・利水ダムの水力発電設備の新設・増強を官民連携で実施

【発電設備の新設・増強】 【データセンター等を誘致し地域振興】

iStock:gorodenkoff

津山市公表資料より引用
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（出典）⿃取県企業局ＨＰ公開情報、⼩⿅第⼆発電所運営開始に伴うプレスリリースをもとに事務局作成。

【課題】運⽤開始後50年以上経過した⽔⼒発電施設の改修
【⽬的】県内における再⽣可能エネルギーによる電⼒⻑期安定供給及び投資コストの確実な回収

【概要】

実施⾃治体 ⿃取県 ⼈⼝約53.9万⼈（2023年4⽉1⽇推計⼈⼝）

事業⽅式 PFI（コンセッション⽅式）公営⽔⼒発電では全国初

事業実施主体 M&C⿃取⽔⼒発電株式会社

発電所名 運転開始時期 認可出⼒ 再整備開始時期 運転開始時期

舂⽶発電所 1960年12⽉ 7,890kW ⿃取県が実施 2020年9⽉

⼩⿅第⼀発電所 1957年10⽉ 3,700kW 2021年 2024年2⽉（予定）

⼩⿅第⼆発電所 1958年4⽉ 4,990kW 2021年 2023年9⽉

⽇野川第⼀発電所 1968年1⽉ 4,300kW 2022年 2024年12⽉（予定）

【対象設備】

【位置図】

Ｍ＆Ｃ⿃取⽔⼒発電
（統括事業場）

三峰川電⼒
（バックアップ監視）

⼩⿅第⼆発電所

【スキーム】

⿃取県
対象発電所
舂⽶発電所

⼩⿅第⼀・第⼆発電所
⽇野川第⼀発電所

電⼒会社

売電

売電収⼊Ｍ＆Ｃ⿃取⽔⼒発電
株式会社

所有権
保有

整
備

運
営

運営権の対価

返済⾦融機関

【事業の効果】

⺠間事業者の経営資源及びノウハウを活⽤し、県が直接整備、
運営した場合よりも２６億円程度の⾦銭的メリットを期待。

地域との共⽣が不可⽋な⽔⼒発電事業に参画することで、地域経済の
発展に寄与。脱炭素社会の実現にも貢献。

運営権
設定

⾃治体・地域

⺠間事業者

⺠間資⾦・技術を
活⽤した発電施設
の再整備

発電事業の効率化
⺠間への市場開放
に伴う地域経済の
活性化

発電施設の⻑寿
命化・効率的な運
営維持

県利益の最⼤化 地域創⽣の実現

水力発電の事例（鳥取県水力発電施設の改修及び運営等事業）

11



○全国初の上⼯下⽔道⼀体コンセッション。計9事業の運営を⼀括契約とし、⺠間の創意⼯夫がしやすい仕様発注
形式としたことで、IT投資の効率化や⻑期間契約のメリットを享受し、事業費の⼤幅な削減が期待される事例。

（出所）各⾃治体HP等の資料等を基に作成。

発注者 宮城県

事業内容 ⽔道⽤⽔供給事業（２事業）、⼯業⽤⽔道事業（３事
業）、流域下⽔道事業（４事業）における管理運営

事業⽅式 公共施設等運営権⽅式

事業期間 令和4年4⽉〜令和24年3⽉

事業経緯

平成26〜27年度：
県としての⽅向性を策定（「公共性を担保しつつ⺠の⼒
を最⼤限活⽤」）
平成28〜30年度：各種説明会、検討会、調査等を実施
令和元年度：⼊札説明書等の公表、公募開始
令和2年度：優先交渉権者決定

・県内25市町村にまたがる2つの上⽔道、4つの下⽔道、
3つの⼯業⽤⽔の計9事業を⼀括運営。管路の維持管
理・更新⼯事は引き続き県が実施。
・⺠間の創意⼯夫による最適な更新投資、ICT（情報通
信技術）の活⽤、薬品の⼀括購⼊等の効率化により、総
事業費は従前の体制を維持する場合と⽐較し、337億円
削減⾒込み。→公共⽔道料⾦の上昇緩和に寄与。

ポイント

事業概要

コンセッション事業の事例（宮城県上工下水一体官民連携運営事業）
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大船渡浄化センター施設改良付包括運営事業（岩手県大船渡市）

○最新技術を活用した下水処理場の改良工事、維持管理、更新計画案の策定を一体的に民間に委託し、大幅なコスト削減を実現。

事業主体 岩手県大船渡市

民間事業者 大船渡下水道マネジメント株式会社
（出資者：メタウォーター（株）、（株）テツゲン、メタウォーターサービス（株））

処理人口 １１，１５３人（2023.3.31時点）

契約金額 約２２.８億円

契約期間 平成３０年（2018）４月１日～令和５年（2023）３月３１日 （５年間）

発注形態 性能発注

事業内容
・維持管理(処理場)
・改良工事(処理場) ※管路は対象外
・計画更新提案

プロフィットシェア ・電気代等のユーティリティ費や修繕費の削減分は清算しない。

大船渡市

受託企業

改良工事(処理場) 維持管理(処理場)

請負企業

大船渡下水道マネジメント(株)

【概 要】

事業契約
約５１億円

約２４億円

従来方式
(施設増設)

新方式
（高効率施設）

費用 従来方式 新方式

施設整備 約44億円 約17億円

維持管理 約7.5億円 約6.9億円

5年間の費用

【事業スキーム】 【事業の効果】

○改良工事と維持管理の一括委託に
加え、施設を増設せずに既存施設
の処理能力を増強できる最新技術
の導入により、整備費・維持管理費
を削減。

【位 置 図】

○契約期間当初に、処理方式の改良
工事を実施。

○維持管理を通じて蓄積した情報や
ノウハウを活かし、最適な次期事業
の更新計画案を策定。

約２７億円削減

○下水道の整備区域拡大により処理
水量は毎年増加しており、処理系
列の増設等処理能力の早急な増
強が必要

〇一方、将来的には人口減少に伴う
処理水量及び使用料収入の減少
が見込まれ、民間ノウハウを活用
した効率的かつ持続可能な管理
運営が必要

次期更新計画（案）

+

大船渡市資料よりメタウォーター（株）HPより

大船渡市資料より 大船渡市浄化センター
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都市公園において飲⾷店、売店等の公園施設（公募対象公園施設）の設置⼜は管理を⾏う⺠間
事業者を、公募により選定する⼿続き
事業者が設置する施設から得られる収益を公園整備に還元することを条件に、事業者には都市公園
法の特例措置がインセンティブとして適⽤される

条件 園路、広場等の公園施設（特定公園施設）の整備を⼀体的に⾏うこと

従前
新制度 公的資⾦

広場、園路等の公共部分
（特定公園施設）

⺠間資⾦

⺠間資⾦

公的資⾦

収益を充当

カフェ等の収益施設
（公募対象公園施設）

都市公園

収益を活⽤して整備

① 設置管理許可期間

② 建ぺい率

③ 占⽤物件

都市公園法の特例

最⻑10年を20年まで延⻑可能に

⾃転⾞駐⾞場と看板・広告塔を
占⽤可能に

公募対象公園施設は10％を参
酌して条例で定めることが可能に
（通常2％を参酌）

⺠間が収益施設と公共部分を⼀体的に整備

公募設置管理制度（Park-PFI）の概要
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⺠間事業者の創意⼯夫によって多様な活動（芝⽣広場での多様なイベント、アウトドア
活動、天候に左右されない屋内での遊び）が可能な公園として⽣まれ変わった。

実施⾃治体 佐世保市 ⼈⼝約24.3万⼈（R2.国調）

事業⽅式 PFI-BTO、Park-PFI、指定管理
事業期間 令和2年4⽉〜令和22年3⽉（20年）

※公募設置等計画の認定の有効期間

事業費 約13.4億円
※施設整備に対する費⽤の他、⼀部施設の維持管理・運営に対する費⽤を含む

施設概要
【公募対象公園施設】
飲⾷店、⾷物販店、コンビニ、キャンプ場、カフェ等
【特定公園施設（PFI-BTO）】
園地、広場、屋外遊び場、駐⾞場、屋内遊び場

事業実施主体 代表企業︓(株)庭建
構成企業︓(株)池⽥⼯業、(株)縣北衛⽣社

【概 要】

【事業スキーム】

【課題】利⽤者の減少や施設の廃⽌、⽼朽化、駐⾞場不⾜による交通環境等
【⽬的】公園の利便増進、中⼼市街地における新たな賑わいの創出

【事業の効果】

【位 置 図】

佐世保市

中央公園事
業
契
約
・
指
定
管
理

【公募対象公園施設】 【公募対象公園施設】
【特定公園施設】
屋内遊び場

交通公園跡地駐⾞場 市⽴図書館駐⾞場

⾃然レクリエーションゾーン 交流・⽂化ゾーン

【特定公園施設】
園路・広場、屋外遊び場、

駐⾞場等

【特定公園施設】
園路・広場、駐⾞場等

設置許可
（公募対象公園施設）

サービス対価の⽀払
（特定公園施設）

整備費の⼀部負担・管理許可
（屋内遊び場）

⺠間事業者（SPC）
設計、建設、維持管理、屋内遊び場のみ独⽴採算運営

事業者コンソーシアム（代表企業︓(株)庭建）
契約

（出典︓国⼟地理院淡⾊地図を加⼯して作成） 中央公園︓交流・⽂化ゾーン

【特定公園施設】
屋内遊び場

【特定公園施設】
芝⽣広場

利⽤料⾦収⼊の増加分及び公募対象公園施設による運営利益分の合計と、市の整備
負担額及び市が運営した場合の収益分の想定と⽐較して、約2.5億円分の収益⾒込。

Park-PFI、PFI（BTO⽅式）、指定管理者制度を組み合わせ、公園全体の運営管理
に⺠間事業者の創意⼯夫を活かすことが可能となっており、収益の安定化が⾒込まれる。

中⼼市街地におけるにぎわいの創出、拠点性の向上並びに、豊かな⾃然環境の保全や
憩いとアクティビティー空間の形成を通じ、⽣活の質が向上。

事業開始前の状況 事業開始後の状況（屋外遊び場・芝⽣広場）
（出典︓佐世保市提供資料） （出典︓佐世保市提供資料）

（出典︓佐世保中央公園ウェブサイトの写真を⼀部加⼯）

⾃治体

⺠間事業者

地域

利⽤者

中央公園整備及び管理運営事業 （長崎県佐世保市）
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実施⾃治体 愛知県 ⼈⼝約754.6万⼈（R2.国調）

事業⽅式 PFI（BT⽅式＋コンセッション⽅式） 全国初

事業期間 設計・建設期間︓令和３年６⽉〜令和７年３⽉
維持管理・運営期間︓令和７年４⽉〜令和37年３⽉

契約⾦額 約200億円

施設概要 メインアリーナ、サブアリーナ、多⽬的ホール

事業実施主体 SPC︓（株）愛知国際アリーナ
代表企業… ＜設計・建設時＞前⽥建設

＜維持管理・運営時＞NTTドコモ
構成企業…スポーツ・エンターテインメント企業、⾦融企業、

不動産企業

⼤相撲

【課題】1964年に完成した現体育館の⽼朽化が進⾏
【⽬的】2026年アジア競技⼤会に利⽤できる国際基準を満たす施設を再整備

⿃瞰図

現体育館

新体育館
（予定地）

名古屋城

【概 要】

【事業スキーム】 【事業の効果】

名古屋市
名城公園北園

新体育館イメージ現体育館

新体育館イメージ

• 設計・建設費400億円から、運営権対価200億円を差し引き、サー
ビス購⼊料（県の負担額）は200億円に半減

⾃治体

(200億円)

(200億円)

(400億円)

設計・建設費
（400億）

維持管理・運営費

サービス購⼊料（200億円）

利⽤料⾦収⼊等

運営権対価（200億円）

• 設計から運営まで⼀貫して技術⼒・ノ
ウハウ・創意⼯夫を発揮し、最先端技
術の実装等、⾼いホスピタリティサービス
の享受により、収益の増収につなが
る⾒込みである。

⺠間事業者

【位 置 図】

• スポーツや多様なイベントに柔軟に活⽤可能な利便性の⾼い空間が、
国内外からの集客につなげ、地域経済の活性化につながる。

地域

愛知県新体育館整備・運営等事業 （愛知県）

16



地域におけるPPP/PFI事業の活用拡大の方向性

■都道府県別地域プラットフォーム設置状況

◆⾃治体のPFI実施状況には偏りがあることから、事業規模３０兆円の達成に向けては、幅広い⾃治体の
取組を促進することが必要。

◆具体的には、主に⼩規模⾃治体のPPP/PFI事業の活⽤促進を図るため、以下の取組を実施。
〇地域プラットフォーム※１未設置の都道府県に対して、ヒアリング等を実施し、設置機運の醸成を
図るとともに、設置意向のある地⽅公共団体における地域プラットフォームの形成・運営を⽀援。
また、既設置の地域プラットフォームについても広域化等により機能を強化。

〇優先的検討規程※2について、令和５年度末までに策定の⽬途が⽴っていない⼈⼝10万⼈以上の⾃治
体に対して策定を促すとともに、策定意向のある⼩規模⾃治体の策定や実効性のある運⽤を⽀援。

〇これらの取組により⼩規模⾃治体における案件形成の環境整備を⾏い、PPP/PFI事業の促進を図る。

凡例

地域プラットフォーム設置済（３６団体）

地域プラットフォーム未設置（９団体）

R５地域プラットフォーム設置予定（２団体）

（令和５年３月末現在）

■⾃治体規模別のＰＦＩ実施割合

※1 PPP/PFI導⼊に関する企業・⾦融機関・⾃治体等の連携の場。

※2 公共施設の整備等に際し、PPP/PFI⼿法導⼊を優先的に検討する仕組み。

⼈⼝20万⼈未満の
市区町村では、PFI
実施割合が低い

※令和3年度末時点
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内閣府、国⼟交通省で地域プラットフォームの形成、運⽤を⽀援

 普及啓発・⼈材育成機能
・PPP/PFIの基礎的な内容や事例研究等についてセミナーを開催
・⾃治体職員に対し、具体的な案件形成ができる⼈材育成を推進

 情報発信・官⺠対話機能
・具体のPPP/PFI候補案件について、⾏政からの情報提供
のうえ官⺠対話等を実施、事業化に向け次段階へ推進

・案件の市場性の有無、事業のアイデア
・⺠間事業者の参⼊意向や参⼊条件 等の意⾒聴取

 交流機能
・地元企業によるコンソーシアム組成を容易にする異業種間のネットワークの構築

地元
企業
産

その他
⼤学

研究機関
学

地⽅
公共団体
官

⾦融機関
PFI推進機構
⾦

地域プラットフォームの機能

 地域の⾏政、⾦融機関、企業、⼤学等の関係者が集い、PPP/PFI事業のノウハウ
取得や官⺠対話等の情報交換の場となる「地域プラットフォーム」を設置
⇒地域の関係者のPPP/PFIに対する理解度の向上
⇒地域の多様な事業分野の⺠間事業者の企画⼒・提案⼒・事業推進⼒の向上や
その能⼒を活⽤した案件の形成を促進

地域プラットフォーム
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ＰＰＰ／ＰＦＩ推進にあたっての考え方（まとめ）

ⅰ）財政健全化とインフラや公共サービスの維持向上の両⽴
 公共施設等の建設、維持管理等に係る財政、⼈員等の⾏政の効率化により、財政健全化とイ
ンフラの確保の両⽴、多様な政策ニーズへの的確な対応、適切かつ効果的な賢い⽀出による
経済・財政⼀体改⾰に貢献することが期待される。

ⅱ）新たな雇⽤や投資を伴うビジネス機会の拡⼤
 収益施設の併設等の⺠間の収益事業が展開されることで、新たな雇⽤や投資を伴うビジネス
機会は⼀層拡⼤する。

ⅲ）地域課題の解決と持続可能で活⼒ある地域経済社会の実現
 持続可能で活⼒ある地域経済社会の実現に向けた取組を促進するとともに、魅⼒的で活⼒あ
る地域の実現は、デジタル⽥園都市国家構想などの推進に貢献することが期待される。

19

ⅳ）カーボンニュートラル等の政策課題に対する取組への貢献
 2050年カーボンニュートラルの実現に向けた脱炭素化、デジタル技術の社会実装など、新
たな政策課題への取組においても有効であり、SDGsの達成にも寄与する。



1

本県におけるPPP/PFIの取組 資料７

緑風園（障害者支援施設）

事業期間 H16.3～H28.3（12年）
事業方式 BOO
所在地 新発田市

長岡屋内総合プール
事業期間 H20.7～R5.3（14年9月）
事業方式 BTO
所在地 長岡市

にしき園（障害者支援施設）

事業期間 H22.4～R12.3（20年）
事業方式 BOO
所在地 妙高市

県動物愛護センター
事業期間 H24.4～R14.3（20年）
事業方式 BTO
所在地 長岡市

新潟学園（児童自立支援施設）

事業期間 H28.4～R13.3（15年）
事業方式 BTO
所在地 新潟市

県立武道館
事業期間 R1.12～R16.3（14年4月）
事業方式 BTO
所在地 上越市

本県においては、これまでに６施設にPFIを導入 約46.8億円の効果（Value for Money）
※ 県が自ら実施する場合の財政支出額とPFI事業費との差額

BOO（Build Own Operate）民間事業者が施設等を建設し、維持・管理及び運営し、事業終了時点で民間事業者が施設を解体・撤去する等の事業方式
BTO（Build Transfer Operate）民間事業者が施設等を建設し、施設完成直後に公共施設等の管理者等に所有権を移転し、民間事業者が維持・管理及び運営を行う事業方式



本県の公民連携推進に向けた新たな取組

「にいがたPPP/PFI研究フォーラム」

2

公共施設等の整備・維持管理・運営等に関し、県内の産官学金間の連携の強化、県・市町村及び民間
事業者の能力の向上を図り、PPP／PFI事業の導入を促進するため、
県、市町村、地域の民間企業や金融機関等が集まり、PFI事業のノウハウや先進事例、参入に当たっての

課題の研究等を行う「にいがたPPP/PFI研究フォーラム」を設置する。【令和６年１月設置予定】

・県・市町村、民間企業、金融機関 等

主な参加者は実務担当者を想定

・ 事例研究を通じたノウハウ習得
・ 異業種間のネットワーク形成
・ 具体事例での官民対話、民間提案の試行 等

（例：建築、設計、設備、ビル管理、造園、小売、飲食、宿泊、イベント、コンサル、不動産等）

フォーラム参加者

主な取組内容

第１回フォーラムをR6.１月に開催予定

＜取組への協力を依頼＞（周知・参加呼びかけ、アドバイス等）

・県内の商工関係団体
・行政関係団体（新潟県市長会、町村会）
・県内の地域金融機関、政府関係金融機関
・関連分野の有識者、専門家等

研究フォーラム運営事務局：県行政改革課、㈱第四北越銀行



3

今後の取組方針

今後、研究フォーラムの場を活用し、県・市町村が管理する公共施設等のうちPPP/PFIの導入可能性の
ある具体テーマを取り上げ、公民で議論を掘り下げていく

１ Park-PFI（都市公園） ２ 水道事業における官民連携 ３ その他公有施設等

＜Park-PFI概要＞
＜県内事例＞
見附市 DBO方式による浄水場整備

地域の実情に応じたPPP／PFIなど多様な
運営手法等の可能性を検討

民間活力を効果的に活用しつつ効率的に
都市公園の整備を推進するため、Park-
PFIの導入可能性を検討

＜県内事例＞
長岡市 和島トゥー・ル・モンド

（旧島田小学校）

複合公共施設観光施設 スポーツ施設公 園

港 湾 空 港道 の 駅 河 川道 路 小水力発電 公営住宅

その他の公有施設・
公有地等上下水道施設

【参考】他地域でのPPP/PFI導入分野（例）

廃校等をリノベーションし、地域活性化
のため有効活用 等

廃棄物処理施設

木造校舎(1927年築)をレストランに改築

出典：見附市ホームページ

青木浄水場

出典：文部科学省 廃校活用事例集
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新潟の航空路線ネットワークの充実
2023.11.24 トキエア株式会社

新潟県
資料８



トキエアのネットワーク
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札幌 (丘珠)

仙台

中部

神戸

佐渡

東京地区

新潟

地球環境にやさしい

フレキシビリティ

グローバルスタンダード

人材のコラボレーション

みんなでつくる航空会社

高品質･低コスト

ハイブリッド航空

地域密着

旅客輸送

貨物輸送

防災 / 離島医療

貸切 (チャーター)



トキエアの機材
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トキエアの運賃
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トキエア ― コーポレートメッセージ

夢をあきらめるな！

新しい挑戦の架け橋に

～ Ready for take-off ～

我々はただ飛行機を飛ばすだけの航空会社ではありません。

行きたいときに、行きたいところへ、人やモノを運ぶことを通じ、

新たな出会いや交流を生むことを目指しています。

新潟には、新潟空港と佐渡空港があります。

新潟空港、佐渡空港にトキエアが就航すると、

飛行機を利用する観光客、ビジネスマンなど様々な人が日本中・世界中から集まり、

様々なビジネスも生まれ、空港を中心とした街づくり・産業形成も進んでいきます。

トキエアは、そうした取組に主体的に関与・貢献し、

私たちの航空会社・私たちの街づくりの推進役として、

またその成果を発信する伝え手として地域に根付いた活動を行い、

その成果を「新潟モデル」として日本各地に広げる挑戦を続けてまいります。
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革新的なモビリティサービスを軸に

地域産業の活性化、街づくりを通して

夢にあふれる未来への挑戦に貢献する

トキエア ― ビジョン

駅活性化

観光拠点ビジネス拠点 賑わい創出 (事業創造･雇用創出)

Copyright (C) TOKI Aviation Capital co, ltd 6

賑わいが生まれ

国内外の

様々な人が流入

駅周辺エリアの

利便性向上・活性化

港活性化

港の機能向上、

港近辺エリアの活性化

空港活性化

空港民営化、拠点化航空会社、

空港中心の市街地活性化



トキエア ― ミッション / 私たちの使命

1. 航空事業を通じて地域に貢献し、

新しい挑戦をお手伝いするオンリーワンの

グローバルサービスカンパニーを目指す

2. 世界基準の技術・サービスを取り入れ、

時間をマネージする

3. 次世代の子ども達のために、

ESGスコアを取り入れた経営を行う

Copyright (C) TOKI Aviation Capital co, ltd 7

世界基準の航空事業を通じた地域への貢献



トキエアとは

地域密着型の

ハイブリッド航空会社
(高品質･低コスト)

地
域
密
着

地球環境にやさしい
環境への配慮を優先し、持続可能な運航を実現する。

フレキシビリティ
変化に適応し、効率的な運航と顧客満足を両立する。

グローバルスタンダード
世界共通の基準に基づいた運航体制を確立する。

人材のコラボレーション
国公民の連携による人材交流・多様なバックグラウンドを持つ。

みんなでつくる航空会社
多様な関係者と協力し、共同で価値を創造する企業文化を築く。

Copyright (C) TOKI Aviation Capital co, ltd 8



地球環境にやさしい

ATR機材 → 脱炭素･運航コスト削減

同型ジェット機

(エンブライアル社)

との比較

CO2 排出量

▲ 40%

着陸料

▲ 65%

2022年 一橋大研究室との共同研究により

CO2 排出量の数値化に成功 (運航燃費を数値化)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

ATR42S ATR72 Q400

(76席)

ERJ

(76席)

着陸料 ＋ 運航援助施設使用料
(yen)

(データ：数字で見る航空2019)

ATR

▲85% ▲65%

Fuel burn per trip on average regional sector

(300 NM / 556 Km)

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

ATR

42-600

ATR

72-600

TP70 RJ70 RJ90

ATR EMB

(データ：ATR社＝AIRBUS(仏)のグループ会社)

▲40%

フライトタイム → 燃費を効率化 非接触型システム → ペーパーレス化

他社平均

40-50分

トキエア

75分 トキエア CO2 低減

革新的航空会社と評価

(英国コンサル

ティング会社)
デジタルパスによる

紙資源の削減、

手続きの迅速化

搭乗手続き 手荷物預け セキュリティ 搭乗口

▲70%
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フレキシビリティ

日本初のCARGO FLEX → 需要に応じた旅客⇔貨物輸送を実現

身近なチャーター便 → 利用開拓 お客様ファーストな体験価値

地域密着型の

貨物輸送

⚫製薬会社との提携による地域医療支援

⚫2024年 トラック法改定を見据えた

地域ドライバー支援

⚫素早い物資輸送で

災害 / 離島の迅速な救助支援

プロペラ機だからこそ

雲下の運航が可能。

地元学校 / 会社の遊覧チャーター。

(間のダイヤを有効活用)

革張りシートによる

お客様に快適な空の旅を提供。

Copyright (C) TOKI Aviation Capital co, ltd 10

一晩で変更可能



グローバルスタンダード

海外同様、公的セクター (防衛省) パイロットの積極採用

Air Asia (台湾) との直接的航空機整備契約 → 運航コスト削減

Copyright (C) TOKI Aviation Capital co, ltd 11

40%

25%

6%

46%

20%

40%

50%

35%

42%

25%

30%

19%

12%

30%

30%

50%

＊ 国内

アジア D社

欧州 C社

欧州 B社

北米 A社■ 国立の養成機関

■ 軍・防衛省

■ 自社養成

■ その他

＊ 国内の値は

 主要航空会社の合計

(データ：各社からの聞き取り調査などによるもの)

国交省との交渉により、自衛隊パイロットの再就職を

可能にする規制緩和を実現。

訓練費用
/人

通常 約1,500万円

ほぼ無償

訓練時間
/人

通常 約1年間

約1週間



人材のコラボレーション

Copyright (C) TOKI Aviation Capital co, ltd 12

防衛省/外国人パイロットの積極採用 → 流動的な人材確保

グランドハンドリング業務の効率化 訓練のSIM化 → 天候に左右されず訓練実施

空港内の施設及び人材を

他航空会社と共有し

オペレーションを効率化。

日本の航空会社として

効率的にライセンスの

取得を実現。

0

100

200

300

400

23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 65 67

(データ：数字で見る航空2020)

2020年1月1日時点 7,530人のパイロットの年齢別内訳

(人)

バブル
崩壊後

バブル採用 2030年問題

パイロット大量退職

前頁記載の規制緩和に伴い…

⚫ 防衛省パイロット

⚫ 外国人パイロット

他社 シミュレーター ＋ 実機

当社 シミュレーターのみ

の採用



みんなでつくる航空会社

Copyright (C) TOKI Aviation Capital co, ltd 13

トキエア × WEB3の参加型ファンコミュニティ → 交流機会の創出･目的地の活性化

航空コミュニティ / ビジネス事業

⚫ 組織・運営業務

⚫ 新規航路開拓に関する調査

⚫ バックヤード、仕事体験

⚫ 広告プロモーション

⚫ 航空へ最新テクノロジーの導入

運営ファン獲得

話題性獲得

企業価値創造

地域間の相乗効果を創出し

自由な発想で地域活性化を推進
デジタルインフラを構築



「佐渡島の金山」の世界遺産登録を見据えた取組
R５.11.24 新潟県
観光文化スポーツ部
交 通 政 策 局

１ 対応すべき課題

○登録直後、来訪者急増が予想、一部観光地はオーバーツーリズムの可能性
○他県の世界遺産では、数年後、減少に転じた地域や、遺産以外の観光地が
素通りされた事例あり

登録効果を最大限引き出すため、
県全体で来訪・周遊・再訪の動機付けとなる
満足度の高い観光地づくりを進めていく必要

２ 主な取組の方向性

資料９

県 佐渡市等 民間事業者等 経済界の皆様へ
1 受入体制充実
 ○宿泊 ・県内宿泊・周遊の促進 ・農家民泊の推進 ・古民家の改修 ・事業参画、投資
  ※人手不足 ・人材確保支援 ・さどマッチボックス ・観光施設・駐車場
   対策 ・佐渡宿泊施設調査  の混雑対策

・自治体連携による宿泊促進
 ○移動 ・需要に応じた適切な輸送資源確保を促進

  広  域：路線バス（幹線、支線）、レンタカー
  エリア内：送迎バス、レンタサイクルなどあらゆる輸送資源を総動員
  ※ 国の制度改正を注視しつつ、住民マイカーによる自家用有償運送の活用も視野
   に入れて検討
＜混雑対策＞

・新潟港周辺駐車場の混雑
 想定周知（HP・メール）

 ○その他 ・佐渡観光施設周遊チケット

2 満足度向上
・事業参画、投資

・観光地づくりの地域支援 ・能などを活用した商品開発 ・宿泊・観光施設のリニュー
 アル（高付加価値化）

3 魅力発信
・自社・団体媒体
 での発信

・佐渡の食、伝統文化、アクティビティの発信

・ガイド多言語化支援
・ガイドの養成（世界遺産、ジオパーク）

・観光庁「高付加価値なインバウンド観光地づくり」事業活用に向けた取組

・パーク＆ライド
・レンタサイクル

・周遊ルートの認知度向上
・黄金KAIDOプロジェクト



日本海拠点都市としての
「にいがた2km」の取組

新潟市

1

資料10



高次都市機能の集積や魅力の創出、賑わいづくりを 多様な主体と連携し、

『緑あふれ、人・モノ・情報が行き交う活力あるエリア』を創造

『本市経済・産業の発展を牽引する成長エンジン』へ

都心のまちづくり「にいがた２ｋｍ」のねらい

2



新潟駅 万代広場 整備スケジュール

令和6年3月
完成予定

令和８年春頃
完成予定

令和７年夏頃
完成予定

駅直下バスターミナル・
万代広場の進捗状況

駅舎・万代広場の
進捗状況 3



企業進出の状況
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進出企業数 視察企業数
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資料：市企業誘致課調べ

東大通の新築ビル

企業視察件数と進出件数の推移（市全体）

R5.10.18にいがた2km進出報告式 4



西堀通５番町地区（第一種市街地再開発事業）

事 業 主 体 西堀通5番町地区市街地再開発準備組合

施 行 区 域 約13,000㎡（約1.3ha）

計画建築物
( 想定 )

用途 商業施設、業務施設、共同住宅、
高齢者向け住宅

構造規模 鉄骨造・鉄筋コンクリート造
地上37階／地下1階

延べ面積 約85,000㎡

事 業 期 間 令和５年度～（令和11年竣工・順次供用）

都 市 計 画 都市再生特別地区（本市第２号）の都決手続き中
容積率：600%→800%、壁面位置の制限など

外観イメージ

低層部イメージ

画像提供：西堀通5番町地区市街地再開発準備組合 5



まちづくりにおける公民連携（古町地区①）

将来ビジョンの実現に向けて
１．歴史的な建造物・街並みの保存
２．古町芸妓など、みなとまち文化の継承
３．多様な地域資源の磨き直し
４．連携強化・回遊性の向上
５．既存ストックの有効活用
６．情報発信の強化
７．多様な主体との連携

令和２年３月 古町花街エリアプラットフォームの設立（令和３年３月）

古町花街エリアビジョンの策定（令和４年３月）

【古町花街の防災活動】

【エリアプラットフォーム構成員】

6



【ルフル広場の管理運営（R４.４月～）】

◆『新潟古町まちづくり会社』が、地域関係者、新潟商工会議所と連携を図りながら、

エリアマネジメントによる収益事業などを主体的に推進

◆新潟市は、道路占用や広告掲出等における規制緩和などで連携

まちづくりにおける公民連携（古町地区②）

キッチンカー事業（R２.６月～）

夜イベントの様子 壁面を利用した映像投影

ステージイベントの様子

【古町モール７等を活用したエリマネ収益事業】

柱や天井を活用した広告事業（R４.５月～） 7



新潟駅・万代地区周辺の「１０のストリート」の成り立ちや特徴を活かしながら、

「人中心のまち」として、エリア全体が有機的につながった将来の姿を目指します。

特色ある１０のストリートの将来の姿

将来ビジョン実現のための方針

新潟駅・万代地区周辺将来ビジョンの策定（令和５年３月策定）

まちづくりにおける公民連携（新潟駅・万代地区①）

8



について①

新潟駅・万代地区周辺エリアプラットフォーム

〇目的 エリア関係者で情報と課題を共有するとともに、公民連携によるまちづくり
を推進し、エリアの新たな魅力と価値を創出する

〇設立 令和5年3月10日

〇会員 エリアに関連する 又は エリアに関心を寄せる企業・団体（※令和5年10月時点15企業団体）

まちづくりにおける公民連携（新潟駅・万代地区②）

R5年度の活動

総会（年2回実施）、セミナー（年3回程度）、視察（年１回程度）、シンポジウム（国と共催）

ワーキンググループ（2グループ設置※）、勉強会（いずれもテーマに応じ、適宜開催）

※令和5年10月時点

【エリアプラットフォームのイメージ】

9



東大通“人中心の空間づくり”社会実験の実施

東大通利活用実行委員会とともに、道路空間を活用してパークレットやベンチ、
キッチンカー等を設置し、ウォーカブルな空間を実証する社会実験を実施

・令和5年9月16日～10月15日（1か月間）

東大通パークレット パークレットの活用（テレビ番組の屋外スタジオとして）

ベンチやパラソルの設置 ストリートライブ キッチンカーの出店 ストリートマジック

まちづくりにおける公民連携（新潟駅・万代地区③）
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公民連携のさらなる推進に向けて

ਁ
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५
ॡ

民
間
事
業
者

新 潟 市

市財産活用

規制緩和関連事業構築独自技術
ノウハウ

公共性
影響力

安定性
継続性

地域団体

国 県 他都市

企業

企業
ブランド

企画力

信頼性
信用性

関係部局調 整
マッチング

関係者・地元調整

最適なサポート

公民連携により
新たな価値を創造

地 域 の ポ テ ン シ ャ ル に 着 目 し た 民 間 事 業 者 と の 連 携

社会環境の変化、課題の多様化・複雑化 ⇒ 従来の行政運営方法では対応が困難

公と民の互いの強みを活かし、『パートナーシップ』で地域経済を活性化

公民連携を推進する「公民パートナーシップデスク for NIIGATA」を設置

連 携

プロジェクト体制

産業・農業振興 地域活性化

交流人口拡大新たなビジネス
モデル構築

食文化売込プロジェクト 古町再生プロジェクト

旧美や古
（拠点施設）
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公民連携のさらなる推進に向けて

実証実験

事業連携協定
包括連携協定

民間提案
制度

プラット
フォーム

２ｋｍ

民間事業者の皆様からの
積極的な提案・連携をお願いします

公民連携で

新潟市から
更なる活力を創出
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